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資 金 運 用 勘 定

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

資 金 調 達 勘 定

う ち 貯 金 ・ 定 積

う ち 譲 渡 性 貯 金

う ち 借 用 金

経 費

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 ざ や

項　　　目
令和２年度

平均残高

1,698,499

1,058,424

545,352

94,375

1,691,319

1,645,827

20,150

25,295

利　息

12,288

5,806

5,566

911

9,103

9,099

3

－

利回り

0.723

0.549

1.021

0.965

0.538

0.553

0.018

0.000

0.651

0.072

平均残高 利　息 利回り

－

－

－

－

1．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率
　資金調達原価率＝（資金調達費用＋経費－金銭の信託運用見合費用）／（資金調達勘定平均残高－金銭の信託運用見合額） × 100
　資金調達費用＝貯金利息＋譲渡性貯金利息＋売現先利息＋債券貸借取引支払利息＋借用金利息＋金利スワップ支払利息
　　　　　　　　＋その他支払利息（支払雑利息等）
　資金調達勘定平均残高＝貯金＋譲渡性貯金＋売現先勘定＋債券貸借取引受入担保金＋借用金＋その他（貸付留保金、従業員預り金等）

2．資金運用勘定の｢うち預け金｣の利息には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれております。
3．資金調達勘定の「うち貯金･定積」の利息には、支払奨励金が含まれております。
4．資金調達勘定計の平均残高および利息は金銭の信託運用見合額および金銭の信託運用見合費用を控除しております。

（注）

（単位：百万円、％）

1,883

令和元年度

1,697,858

1,060,044

548,291

89,163

1,678,001

1,631,038

20,662

26,209

13,697

6,436

6,321

935

9,369

9,363

4

－

0.809

0.609

1.156

1.052

0.560

0.576

0.024

0.000

0.684

0.125

2,094

（単位：百万円）

受 取 利 息

う ち 預 け 金

う ち 有 価 証 券

う ち 貸 出 金

支 払 利 息

う ち 貯 金 ・ 定 積

う ち 譲 渡 性 貯 金

う ち 借 用 金

差　引

令和２年度増減額項　　　目

△ 1,409

△ 630

△ 754

△ 24

△ 265

△ 264

△ 1

－

△ 1,143

令和元年度増減額

△ 2,644

△ 1,019

△ 805

△ 815

△ 921

△ 919

△ 0

△ 0

△ 1,723
1．増減額は前年度対比です。
2．受取利息の｢うち預け金｣には、受取奨励金および受取特別配当金が含まれております。
3．支払利息の「うち貯金･定積」には、支払奨励金が含まれております。
4．支払利息計の増減額は金銭の信託運用見合費用控除後の支払利息の増減額です。

（注）

資金運用収支の内訳

受取・支払利息の増減額
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科目別貯金平均残高
（単位：百万円、％）

定期貯金残高
（単位：百万円、％）

1．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
2．定期性貯金＝定期貯金＋定期積金
3．（　　）内は構成比です。

（注）

1．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
2．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
3．（　　）内は構成比です。

（注）

（　　）内は構成比です。（注）

23,840

1,621,654

332

1,645,827

20,150

1,665,978

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

△ 995

15,808

△ 23

14,789

△ 511

14,277

定 期 貯 金

　 　うち固定金利定期

　 　うち変動金利定期

1,624,967

1,624,967

－

（100.0）

（100.0）

（　  －）

23,271

23,271

－

（100.0）

（100.0）

（　  －）

種　　類

1,601,696

1,601,696

－

令和２年度

24,835

1,605,846

355

1,631,038

20,662

1,651,700

1.5

97.2

0.0

98.7

1.3

100.0

令和元年度 増　　　減

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

流 動 性 貯 金

定 期 性 貯 金

その他の貯金

計

譲 渡 性 貯 金

合　　　計

科目別貸出金平均残高
（単位：百万円）

貸出金の金利条件別内訳残高
（単位：百万円、％）

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

金融機関貸付
合　　　計

311

68,313

1,888

23,862

94,375

△ 55

4,421

△ 366

1,212

5,212

合　　　計

変動金利貸出

固定金利貸出

366

63,891

2,254

22,649

89,163

61,435

31,311

92,746

66.2

33.8

100.0

（  　　）

（  　　）

（  　　）

65,388

34,881

100,269

65.2

34.8

100.0

（  　　）

（  　　）

（  　　）

3,952

3,569

7,522

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

貯金に関する指標

貸出金等に関する指標

1.4

97.3

0.0

98.8

1.2

100.0

損
益
の
状
況

貯
金
に
関
す
る
指
標
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貯金・定期積金等

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他 担 保 物

小　　　計

農業信用基金協会保証

そ の 他 保 証

小　　　計

信 用

合　　　計

1,173

－

－

△ 28

2,326

3,472

△ 6

△ 51

△ 57

4,108

7,522

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

貯金・定期積金等

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他 担 保 物

小　　　計

信 用

合　　　計

－

－

－

145

－

145

143

289

－

－

－

78

－

78

△ 13

64

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

設 備 資 金

運 転 資 金

合　　　計

8,349

91,919

100,269

8.3

91.7

100.0

種　　類 令和２年度

5,504

87,241

92,746

5.9

94.1

100.0

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

令和元年度

2,845

4,677

7,522

増　　　減

（注）（　　）内は構成比です。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

2,989

－

－

194

3,841

7,025

218

1,348

1,566

91,677

100,269

1,815

－

－

223

1,514

3,553

224

1,400

1,624

87,568

92,746

－

－

－

66

－

66

157

224

債務保証見返の担保別内訳残高

貸出金の担保別内訳残高

貸出金の使途別内訳残高

貸
出
金
等
に
関
す
る
指
標
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貯金・定期積金等

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他 担 保 物

小　　　計

農業信用基金協会保証

そ の 他 保 証

小　　　計

信 用

合　　　計

1,173

－

－

△ 28

2,326

3,472

△ 6

△ 51

△ 57

4,108

7,522

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

貯金・定期積金等

有 価 証 券

動 産

不 動 産

そ の 他 担 保 物

小　　　計

信 用

合　　　計

－

－

－

145

－

145

143

289

－

－

－

78

－

78

△ 13

64

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

設 備 資 金

運 転 資 金

合　　　計

8,349

91,919

100,269

8.3

91.7

100.0

種　　類 令和２年度

5,504

87,241

92,746

5.9

94.1

100.0

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

（　　　）

令和元年度

2,845

4,677

7,522

増　　　減

（注）（　　）内は構成比です。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円、％）

2,989

－

－

194

3,841

7,025

218

1,348

1,566

91,677

100,269

1,815

－

－

223

1,514

3,553

224

1,400

1,624

87,568

92,746

－

－

－

66

－

66

157

224

債務保証見返の担保別内訳残高

貸出金の担保別内訳残高

貸出金の使途別内訳残高
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貸出金の業種別残高
（単位：百万円、％）

農 業

林 業

水 産 業

製 造 業

鉱 業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

運 輸 ・ 通 信 業

卸売・小売・飲食業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

サ ー ビ ス 業

地 方 公 共 団 体

そ の 他

合　　　計

△ 1

－

－

1,325

－

397

－

2,264

75

4,342

64

77

△ 1,503

481

7,522

358

－

－

7,333

－

602

1,000

9,082

3,828

30,690

2,344

14,417

19,660

10,950

100,269

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

0.4

－

－

7.3

－

0.6

1.0

9.1

3.8

30.6

2.3

14.4

19.6

10.9

100.0

360

－

－

6,008

－

204

1,000

6,817

3,753

26,348

2,280

14,340

21,164

10,469

92,746

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

（         ）

0.4

－

－

6.5

－

0.2

1.1

7.4

4.0

28.4

2.5

15.5

22.8

11.3

100.0

（注）（　　）内は構成比（貸出金全体に対する割合）です。    

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

主要な農業関係の貸出金残高
（単位：百万円）

農 業

穀 作

野 菜 ・ 園 芸

果樹・樹園農業

工 芸 作 物

養豚・肉牛・酪農

養 鶏 ・ 鶏 卵

養 蚕

そ の 他 農 業

農業関連団体等

合　　　計

525 

2 

128

115

―

68

6

―

204

1,472

1,997

△ 15

23

△ 23

2

―

△ 33

23

―

△ 8

△ 268

△ 283

509

25

105

117

―

35

29

―

196

1,204

1,714

種　　類 令和２年度 令和元年度 増　　　減

①営農類型別

（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に
　　　　　関係する事業に必要な資金などが該当します。
　　　　　なお、上記の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人などに対する貸出金の残高です。
　　　２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者などが含まれております。
　　　３．「農業関連団体等」には、ＪＡや全農とその子会社などが含まれております。

貸
出
金
等
に
関
す
る
指
標

貸
出
金
等
に
関
す
る
指
標
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リスク管理債権の状況
（単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額

3カ月以上延滞債権額

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

合　　　　計

延 滞 債 権 額

（注）１．破綻先債権
　元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものと
して未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第
96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

２．延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の
貸出金をいいます。

３．３カ月以上延滞債権
　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

４．貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と
なる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

区　　　分 令和２年度 増　　　減

受託貸付金残高
（単位：百万円）

住宅金融支援機構

福 祉 医 療 機 構

農 業 改 良 資 金

就 農 支 援 資 金

合　　　　計

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
農 林 水 産 事 業
㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
国 民 生 活 事 業

752

△ 1

△ 507

△ 1

－

△ 6

236

（独）

（独）

種　　類 令和２年度 増　　　減

（単位：百万円）

（単位：百万円）

プ ロ パ ー 資 金

農 業 制 度 資 金

　農業近代化資金

　その他制度資金

合　　　　計

△ 281

△ 2

△ 2

―

△ 283

1,685

28

28

―

1,714

（注）１．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　　　２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給などを行うことで当会が低利で融資
　　　　　するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としております。
　　　３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

種　　類 令和２年度 増　　　減

日本政策金融公庫資金

そ の 他

合 　 　 　 　 　 　 計

752

△ 6

746

2,237

19

2,256

種　　類 令和２年度

1,966

31

31

―

1,997

令和元年度

1,484

25

1,510

令和元年度 増　　　減

②資金種類別
  〔貸出金〕

  〔受託貸付金〕

2,237

32

2,404

1

－

19

4,694

令和元年度

1,484

33

2,912

2

－

25

4,458

－

47

－

－

47

令和元年度

－

48

－

－

48

－

△ 1

－

－

△ 1

69

貸出金償却の額
（単位：百万円）

（注）貸出金償却額は、すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債権について、償却額と引当金戻入額を相殺した残額を表示することとしております
が、令和２年度および令和元年度においては発生しておりません。

－－貸 出 金 償 却 額

項　　　目

金融再生法開示債権区分に基づく保全状況
（単位：百万円）

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
（単位：百万円）

（注）　上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、債務者の財政状態および経営
成績などを基礎として、次のとおり区分したものです。なお、当会は同法の対象とはなっておりませんが、参考として同法の定める基準に従い債
権額を掲載しております。
１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権

　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
２．危険債権

　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りがで
きない可能性の高い債権をいいます。

３．要管理債権
　3カ月以上延滞債権で上記1および2に該当しないものおよび貸出条件緩和債権をいいます。

４．正常債権
　債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

債 権 区 分 債 権 額
保　　　全　　　額

担　　保 保　　証 引　　当 合　　計

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　計

正 常 債 権

合　　計

区　　分

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　計

期首
残高

期末
残高

期　中
増加額

期中減少額

目的使用 その他
期首
残高

期末
残高

期　中
増加額

期中減少額

目的使用 その他

70

－

70

91

－

91

－

－

－

70

－

70

91

－

91

304

3

307

70

－

70

－

3

3

304

0

304

70

－

70

令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

－

49

－

49

100,554

100,603

－

0

－

0

－

39

－

39

－

－

－

－

－

40

－

40

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　計

正 常 債 権

合　　計

－

48

－

48

92,963

93,011

－

－

－

－

－

40

－

40

－

－

－

－

－

40

－

40

元本補てん契約のある信託にかかる貸出金のリスク管理債権の状況
該当する取引はありません。

令和元年度

令和２年度

貸
出
金
等
に
関
す
る
指
標
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リスク管理債権の状況
（単位：百万円）

破 綻 先 債 権 額

3カ月以上延滞債権額

貸 出 条 件 緩 和 債 権 額

合　　　　計

延 滞 債 権 額

（注）１．破綻先債権
　元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していること、その他の事由により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものと
して未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令第
96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由または同項第４号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

２．延滞債権
　未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権および債務者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の
貸出金をいいます。

３．３カ月以上延滞債権
　元本または利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で、破綻先債権および延滞債権に該当しないものをいいます。

４．貸出条件緩和債権
　債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と
なる取決めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権および３カ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

区　　　分 令和２年度 増　　　減

受託貸付金残高
（単位：百万円）

住宅金融支援機構

福 祉 医 療 機 構

農 業 改 良 資 金

就 農 支 援 資 金

合　　　　計

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
農 林 水 産 事 業
㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫
国 民 生 活 事 業

752

△ 1

△ 507

△ 1

－

△ 6

236

（独）

（独）

種　　類 令和２年度 増　　　減

（単位：百万円）

（単位：百万円）

プ ロ パ ー 資 金

農 業 制 度 資 金

　農業近代化資金

　その他制度資金

合　　　　計

△ 281

△ 2

△ 2

―

△ 283

1,685

28

28

―

1,714

（注）１．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　　　２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給などを行うことで当会が低利で融資
　　　　　するもの、③日本政策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としております。
　　　３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

種　　類 令和２年度 増　　　減

日本政策金融公庫資金

そ の 他

合 　 　 　 　 　 　 計

752

△ 6

746

2,237

19

2,256

種　　類 令和２年度

1,966

31

31

―

1,997

令和元年度

1,484

25

1,510

令和元年度 増　　　減

②資金種類別
  〔貸出金〕

  〔受託貸付金〕

2,237

32

2,404

1

－

19

4,694

令和元年度

1,484

33

2,912

2

－

25

4,458

－

47

－

－

47

令和元年度

－

48

－

－

48

－

△ 1

－

－

△ 1

69

貸出金償却の額
（単位：百万円）

（注）貸出金償却額は、すでに個別貸倒引当金を引き当てていた債権について、償却額と引当金戻入額を相殺した残額を表示することとしております
が、令和２年度および令和元年度においては発生しておりません。

－－貸 出 金 償 却 額

項　　　目

金融再生法開示債権区分に基づく保全状況
（単位：百万円）

貸倒引当金の期末残高および期中の増減額
（単位：百万円）

（注）　上記の債権区分は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、債務者の財政状態および経営
成績などを基礎として、次のとおり区分したものです。なお、当会は同法の対象とはなっておりませんが、参考として同法の定める基準に従い債
権額を掲載しております。
１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権

　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
２．危険債権

　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りがで
きない可能性の高い債権をいいます。

３．要管理債権
　3カ月以上延滞債権で上記1および2に該当しないものおよび貸出条件緩和債権をいいます。

４．正常債権
　債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、上記1から3までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

債 権 区 分 債 権 額
保　　　全　　　額

担　　保 保　　証 引　　当 合　　計

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　計

正 常 債 権

合　　計

区　　分

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合　　計

期首
残高

期末
残高

期　中
増加額

期中減少額

目的使用 その他
期首
残高

期末
残高

期　中
増加額

期中減少額

目的使用 その他

70

－

70

91

－

91

－

－

－

70

－

70

91

－

91

304

3

307

70

－

70

－

3

3

304

0

304

70

－

70

令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

－

49

－

49

100,554

100,603

－

0

－

0

－

39

－

39

－

－

－

－

－

40

－

40

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　計

正 常 債 権

合　　計

－

48

－

48

92,963

93,011

－

－

－

－

－

40

－

40

－

－

－

－

－

40

－

40

元本補てん契約のある信託にかかる貸出金のリスク管理債権の状況
該当する取引はありません。

令和元年度

令和２年度

貸
出
金
等
に
関
す
る
指
標


